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■経営指標

6.

利鞘� （単位：％）

令和４年度 令和５年度
資 金 運 用 利 回 1.13 0.90
資 金 調 達 原 価 率 0.74 0.76
総 資 金 利 鞘 0.39 0.14

注総資金利鞘とは、貸出金に有価証券等の余裕資金を含めた運用資金全体の収益力をみる指標で、資金運用利回と資金調達原価率との差で求められます。

最近5年間の主要な経営指標の推移
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

経 常 収 益（千円） 11,225,884 9,645,729 9,108,884 12,146,800 9,765,405
経 常 利 益（千円） 2,550,637 1,525,507 837,675 1,279,838 834,822
当 期 純 利 益（千円） 1,779,723 1,274,775 391,139 974,068 1,106,944
出 資 総 額（百万円） 4,542 4,504 4,468 4,436 4,406
出 資 総 口 数（千口） 5,084 5,009 4,937 4,873 4,812
純 資 産 額（百万円） 62,788 58,300 58,210 56,107 57,190
総 資 産 額（百万円） 851,561 893,105 923,938 890,384 892,261
預 金 積 金 残 高（百万円） 781,927 815,538 836,553 830,994 832,162
貸 出 金 残 高（百万円） 379,428 381,330 385,392 378,928 385,064
有 価 証 券 残 高（百万円） 236,686 247,066 243,900 211,320 204,437
単 体 自 己 資 本 比 率（％） 16.72 17.29 17.48 17.26 16.67
普 通 出 資 に 対 す る 配 当 金

（ 普 通 出 資 １ 口 当 た り ）
（円） 15 10 10 10 10

役 員 数（人） 22 12 14 12 13
う ち 常 勤 役 員 数（人） 12 10 12 10 11

職 員 数（人） 623 628 598 575 573
会 員 数（人） 53,661 52,779 51,858 50,971 50,030

注残高計数は期末日現在のものであり、総資産には債務保証見返勘定を含んでおりません。

業務粗利益� （単位：千円）

令和４年度 令和５年度
資 金 運 用 収 支 10,380,601 8,013,574
資 金 運 用 収 益 10,428,763 8,055,249
資 金 調 達 費 用 48,162 41,674

役 務 取 引 等 収 支 364,374 397,832
役 務 取 引 等 収 益 1,126,513 1,154,570
役 務 取 引 等 費 用 762,138 756,738

そ の 他 業 務 収 支 △ 3,250,921 △ 1,008,943
そ の 他 業 務 収 益 166,974 177,813
そ の 他 業 務 費 用 3,417,896 1,186,756

業 務 粗 利 益 7,494,054 7,402,463
業 務 粗 利 益 率 0.81% 0.83%

注1.「資金調達費用」は、金銭の信託運用見合費用（令和4年度40千円、令和5年度77千円）を控除して表示しております。
　2. 業務粗利益率＝　　 業務粗利益
　　　　　　　　　 資金運用勘定平均残高 ×100

　3. 国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

業務純益� （単位：千円）

令和４年度 令和５年度
業 務 純 益 1,095,832 996,812
実 質 業 務 純 益 1,095,832 941,966
コ ア 業 務 純 益 4,380,807 1,933,840
コ ア 業 務 純 益 
（ 投 資 信 託 解 約 損 益 を 除 く 。 ） 1,137,941 1,036,241

注1.業務純益＝業務収益－（業務費用－金銭の信託運用見合費用） 
　　業務費用には、例えば人件費のうち役員賞与等のような臨時的な経費等を含まないこととしています。
　　また、貸倒引当金繰入額が全体として繰入超過の場合、一般貸倒引当金繰入額（または取崩額）を含みます。
　2.実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額 
　　実質業務純益は、業務純益から一般貸倒引当金繰入額の影響を除いたものです。
　3.コア業務純益＝実質業務純益－国債等債券損益
　　国債等債券損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等債券売却損、国債等債券償還損、国債等債券償却を通算した損益です。
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7.

経費の内訳� （単位：千円）

令和４年度 令和５年度
人 件 費 4,161,021 4,155,082

報 酬 給 料 手 当 3,287,111 3,260,587
退 職 給 付 費 用 364,469 359,095
そ の 他 509,440 535,399

物 件 費 2,148,579 2,225,452
事 務 費 953,328 927,268

うち 旅 費 ・ 交 通 費 2,847 3,565
うち 通 信 費 129,479 105,531
うち 事 務 機 械 賃 借 料 8,693 7,467
うち 事 務 委 託 費 549,066 549,868

固 定 資 産 費 440,189 503,593
うち 土 地 建 物 賃 借 料 65,971 66,711
うち 保 全 管 理 費 272,063 258,251

事 業 費 175,232 233,294
うち 広 告 宣 伝 費 62,151 72,356
うち 交 際 費・ 寄 贈 費・ 諸 会 費 78,109 127,059

人 事 厚 生 費 75,271 107,826
減 価 償 却 費 386,814 334,047
そ の 他 117,742 119,422

税 金 137,262 130,344
合 計 6,446,863 6,510,880

利益率� （単位：％）

令和４年度 令和５年度
総 資 産 経 常 利 益 率 0.13 0.09
総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.10 0.12

注総資産経常（当期純）利益率＝	 経常（当期純）利益
	 総資産（債務保証見返を除く）平均残高	×100

資金運用収支の内訳
平均残高（百万円） 利　　息（千円） 利 回 り（％）

令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度
資 金 運 用 勘 定 915,802 891,572 10,428,763 8,055,249 1.13 0.90

うち 貸 出 金 381,967 378,366 4,331,082 4,443,296 1.13 1.17
うち 預 け 金 301,016 300,831 449,551 473,839 0.14 0.15
うち 有 価 証 券 227,231 206,798 5,525,383 3,015,484 2.43 1.45

資 金 調 達 勘 定 870,103 844,434 48,202 41,751 0.00 0.00
うち 預 金 積 金 845,554 844,807 44,006 38,495 0.00 0.00
うち 借 用 金 24,679 932 2,854 1,902 0.01 0.20

注1. 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（令和4年度547百万円、令和5年度558百万円）を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高（令和4年度401百万円、令和 
5年度1,576百万円）及び利息（令和4年度40千円、令和5年度77千円）を、それぞれ控除して表示しております。

　2. 国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

受取・支払利息の増減� （単位：千円）

令和４年度 令和５年度
残高による増減 利率による増減 純 増 減 残高による増減 利率による増減 純 増 減

受 取 利 息 △ 27,108 2,963,414 2,936,305 △ 500,866 △ 1,872,648 △ 2,373,514
うち 貸 出 金 271 △ 82,687 △ 82,416 △ 40,313 152,528 112,214
うち 預 け 金 24,154 16,709 40,863 △ 275 24,562 24,287
うち 有 価 証 券 △ 51,382 3,029,391 2,978,008 △ 460,368 △ 2,049,530 △ 2,509,898

支 払 利 息 985 △ 23,446 △ 22,461 27 △ 6,478 △ 6,450
うち 預 金 積 金 926 △ 22,413 △ 21,487 △ 38 △ 5,471 △ 5,510
うち 借 用 金 75 △ 1,033 △ 958 58 △ 1,010 △ 951

注1. 残高及び利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しております。
　2. 国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。
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8.

定期預金残高� （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度
定 期 預 金 411,384 388,026

固 定 金 利 定 期 預 金 411,311 387,960
変 動 金 利 定 期 預 金 73 66
そ の 他 ー ー

１店舗当たり・常勤役職員1人当たりの預金積金残高� （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度
１ 店 舗 当 た り の 預 金 積 金 残 高 21,307 23,776
常 勤 役 職 員 1 人 当 た り の 預 金 積 金 残 高 1,420 1,424

本支店別の預金・貸出金残高及び預貸率一覧表� （単位：百万円、％）

店 　 名 預 　 金 貸 出 金 預 貸 率 店 　 　 名 預 　 金 貸 出 金 預 貸 率
本部・本店営業部 112,160 95,303 84.97 三 国 営 業 部 36,721 10,783 29.36
松 本 16,383 3,674 22.42 あ わ ら 25,913 12,125 46.79
御 幸 24,620 9,295 37.75 川 西 12,348 4,588 37.15
麻 生 津 12,099 3,622 29.94 工 大 前 32,393 10,601 32.72
森 田 20,641 8,100 39.24 和 田 中 央 ※ 7,442 2,804 37.68
松 岡 12,808 6,676 52.12 鯖 江 営 業 部 32,957 24,356 73.90
東 郷 10,239 2,507 24.48 神 明 67,179 23,572 35.08
織 田 18,309 4,692 25.63 河 和 田 12,912 2,789 21.60
花 堂 17,023 6,862 40.31 吉 川 10,068 4,621 45.90
二 の 宮 25,556 11,071 43.32 朝 日 17,459 9,329 53.43
志 比 口 28,230 10,569 37.43 さ く ら 23,952 7,947 33.18
高 木 16,334 8,262 50.58 芝 原 18,450 5,464 29.61
春 日 9,253 4,257 46.00 鯖 江 本 町 27,620 8,027 29.06
福 町 14,983 5,077 33.89 武 生 営 業 部 56,323 32,075 56.94
丸 岡 営 業 部 35,685 13,656 38.27 粟 田 部 14,631 3,134 21.42
坂 井 15,678 10,746 68.54 池 田 ※ 5,343 890 16.65
横 地 ※ 10,513 3,241 30.82 神 山 ※ 9,738 2,167 22.25
春 江 中 央 20,181 12,164 60.27 合 計 832,162 385,064 46.27

※エリア制実施のサテライト店です。

■預金業務

預金積金及び譲渡性預金平均残高� （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度
流 動 性 預 金 397,873 419,156

うち 有 利 息 預 金 345,873 364,401
定 期 性 預 金 445,004 422,875

うち 固 定 金 利 定 期 預 金 423,032 403,622
うち 変 動 金 利 定 期 預 金 72 70

そ の 他 2,676 2,775
計 845,554 844,807

譲 渡 性 預 金 ー ー
合 計 845,554 844,807

注1. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
　2. 定期性預金＝定期預金＋定期積金 

固定金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定する定期預金
	 変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金
　3. 国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

■預金業務
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■貸出業務

9.

貸出金残高� （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度
貸 出 金 378,928 385,064

固 定 金 利 295,142 301,341
変 動 金 利 83,785 83,722

貸出金平均残高� （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度
割 引 手 形 1,063 1,145
手 形 貸 付 8,628 8,341
証 書 貸 付 349,473 343,770
当 座 貸 越 22,801 25,108
合 計 381,967 378,366

注国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

1店舗当たり・常勤役職員1人当たりの貸出金残高� （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度
1 店 舗 当 た り の 貸 出 金 残 高 9,716 11,001
常 勤 役 職 員 1 人 当 た り の 貸 出 金 残 高 647 659

消費者ローン・住宅ローン残高� （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度
消 費 者 ロ ー ン 16,257 16,631
住 宅 ロ ー ン 112,927 112,322

貸出金業種別内訳� （単位：先、百万円、％）

業種区分
令和４年度 令和５年度

貸出先数 貸出金残高 構成比 貸出先数 貸出金残高 構成比
製 造 業 850 27,294 7.20 826 25,854 6.71
農 業 、 林 業 31 202 0.05 31 276 0.07
漁 業 5 34 0.00 5 32 0.00
鉱業、採石業、砂利採取業 3 1,088 0.28 2 1,052 0.27
建 設 業 906 19,946 5.26 904 19,570 5.08
電気・ガス・熱供給・水道業 17 1,248 0.32 17 1,329 0.34
情 報 通 信 業 15 304 0.08 16 274 0.07
運 輸 業 、 郵 便 業 97 5,037 1.32 100 5,281 1.37
卸 売 業 、 小 売 業 952 25,894 6.83 919 25,866 6.71
金 融 業 、 保 険 業 21 17,886 4.72 23 22,006 5.71
不 動 産 業 634 39,377 10.39 641 39,467 10.24
各 種 サ ー ビ ス 1,682 44,130 11.64 1,674 46,531 12.08
小 計 5,213 182,447 48.14 5,158 187,543 48.70
地 方 公 共 団 体 等 15 64,192 16.94 16 65,359 16.97
個 人 19,894 132,288 34.91 19,248 132,161 34.32
合 計 25,122 378,928 100.00 24,422 385,064 100.00

注業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

貸出金使途別残高� （単位：百万円、％）

令和４年度 令和５年度
貸出金残高 構成比 貸出金残高 構成比

設 備 資 金 190,363 50.23 187,575 48.71
運 転 資 金 188,565 49.76 197,488 51.28
合 計 378,928 100.00 385,064 100.00



営 業 の 状 況

営
業
の
状
況

営 業 の 状 況

10.

代理貸付残高の内訳� （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度

信 金 中 央 金 庫 47 34

㈱ 日 本 政 策 金 融 公 庫 233 228

住 宅 金 融 支 援 機 構 5,302 5,012

福 祉 医 療 機 構 217 145

そ の 他 49 56

合 計 5,849 5,479

預貸率� （単位：％）

令和４年度 令和５年度

期 末 預 貸 率 45.59 46.27

期 中 平 均 預 貸 率 45.17 44.78

注1. 預貸率＝
	 貸出金

		  預金積金＋譲渡性預金	×100

　2. 国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

貸倒引当金の内訳（期末残高及び期中の増減額）� （単位：百万円）

期首残高 当期増加額
　当期減少額　

期末残高
目的使用 その他

一 般 貸 倒 引 当 金
令和４年度 588 458 ー 588 458

令和５年度 458 403 ー 458 403

個 別 貸 倒 引 当 金
令和４年度 6,250 6,120 103 6,147 6,120

令和５年度 6,120 6,338 147 5,972 6,338

合 計
令和４年度 6,838 6,578 103 6,735 6,578

令和５年度 6,578 6,741 147 6,430 6,741
注当金庫では、自己資本比率算定にあたり、投資損失引当金・偶発損失引当金を一般貸倒引当金あるいは個別貸倒引当金と同様のものとして取扱っておりますが、当該引当金の

金額は上記残高等に含めておりません。

貸出金償却の額� （単位：千円）

令和４年度 令和５年度

貸 出 金 償 却 156,977 13,979

貸出金及び債務保証見返の担保別残高� （単位：百万円）

貸　出　金 債務保証見返

令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度

当 金 庫 預 金 積 金 2,976 2,936 24 27

有 価 証 券 ー ー ー ー

動 産 ー ー ー ー

不 動 産 108,727 107,939 50 37

そ の 他 240 240 ー ー

計 111,945 111,116 75 65

信 用 保 証 協 会・ 信 用 保 険 60,374 58,573 95 70

保 証 38,875 38,795 0 0

信 用 167,733 176,580 390 483

合 計 378,928 385,064 561 619
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■証券業務その他

11.

預証率� （単位：％）

令和４年度 令和５年度

期 末 預 証 率 25.42 24.56

期 中 平 均 預 証 率 26.87 24.47

注1. 預証率＝
	 有価証券

		  預金積金＋譲渡性預金	×100
　2. 国内業務部門と国際業務部門の区別はしておりません。

有価証券の種類別の残存期間別の残高� （単位：百万円）

1年以内 1年超
3年以内

3年超
5年以内

5年超
7年以内

7年超
10年以内 10年超 期間の定め

のないもの 合計

国 債
令和４年度 ー 3,727 ー ー ー 65,956 ー 69,683

令和５年度 1,202 2,500 ー ー 1,931 61,655 ー 67,289

地 方 債
令和４年度 9,206 14,350 ー ー 694 860 ー 25,112

令和５年度 7,659 6,600 ー ー 890 1,028 ー 16,179

短 期 社 債
令和４年度 ー ー ー ー ー ー ー ー

令和５年度 ー ー ー ー ー ー ー ー

社 債
令和４年度 11,157 12,999 4,175 6,368 12,528 15,161 ー 62,391

令和５年度 9,572 6,128 4,458 12,925 14,445 16,932 ー 64,462

株 式
令和４年度 ー ー ー ー ー ー 859 859

令和５年度 ー ー ー ー ー ー 1,114 1,114

外 国 証 券
令和４年度 1,000 3,000 300 ー 300 10,000 ー 14,600

令和５年度 2,000 1,798 2,793 697 981 10,000 ー 18,270

そ の 他 の 証 券
令和４年度 0 195 881 1,670 ー 35,538 387 38,673

令和５年度 0 ー 794 1,002 645 34,310 367 37,120

商品有価証券・有価証券の残高・平均残高� （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度

期末残高 平均残高 期末残高 平均残高

商 品 有 価 証 券 ー ー ー ー

有 価 証 券 211,320 227,231 204,437 206,798

国 債 69,683 78,317 67,289 71,772

地 方 債 25,112 27,021 16,179 20,741

短 期 社 債 ー ー ー ー

社 債 62,391 59,943 64,462 64,785

株 式 859 308 1,114 329

外 国 証 券 14,600 14,715 18,270 17,036

そ の 他 の 証 券 38,673 46,924 37,120 32,133

合 計 211,320 227,231 204,437 206,798
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【有価証券の時価情報】

１．売買目的有価証券　売買目的有価証券は保有しておりません。

２．満期保有目的の債券� （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度
貸 借 対 照 表
計 上 額 時　価 差　額 貸 借 対 照 表

計 上 額 時　価 差　額

時 価 が 貸 借 対 照 表 計
上 額 を 超 え る も の

国 債 ー ー ー ー ー ー
地 方 債 ー ー ー ー ー ー
短 期 社 債 ー ー ー ー ー ー
社 債 ー ー ー ー ー ー
そ の 他 1,000 1,004 4 3,300 3,302 2
小 計 1,000 1,004 4 3,300 3,302 2

時 価 が 貸 借 対 照 表 計
上 額 を 超 え な い も の

国 債 ー ー ー ー ー ー
地 方 債 ー ー ー ー ー ー
短 期 社 債 ー ー ー ー ー ー
社 債 ー ー ー ー ー ー
そ の 他 13,600 12,559 △ 1,040 11,300 9,804 △ 1,495
小 計 13,600 12,559 △ 1,040 11,300 9,804 △ 1,495

合　　　　　計 14,600 13,564 △ 1,035 14,600 13,107 △ 1,492
注1. 時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
　2. 上記の「その他」は、外国証券です。

３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式
当金庫が保有する子会社・子法人等株式及び関連法人等株式は、市場価格のない株式等であるため、次頁｢5. 市場価格のない株式等及び組合
出資金｣に記載し、本項では記載を省略しております。

４．その他有価証券�  （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度
貸 借 対 照 表
計 上 額 取得原価 差　額 貸 借 対 照 表

計 上 額 取得原価 差　額

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えるもの

株 式 615 79 535 865 79 785
債 券 82,910 81,210 1,699 53,887 53,105 781
国 債 25,744 24,534 1,209 18,420 17,766 654
地 方 債 24,721 24,518 202 15,313 15,257 56
短 期 社 債 ー ー ー ー ー ー
社 債 32,445 32,157 287 20,152 20,081 70

そ の 他 35,551 32,694 2,856 36,119 30,800 5,319
小 計 119,077 113,985 5,092 90,872 83,985 6,886

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えないもの

株 式 0 0 △ 0 ー ー ー
債 券 74,276 77,593 △ 3,317 94,044 99,112 △ 5,067
国 債 43,939 46,347 △ 2,407 48,868 52,871 △ 4,002
地 方 債 391 395 △ 4 865 876 △ 10
短 期 社 債 ー ー ー ー ー ー
社 債 29,945 30,850 △ 905 44,310 45,364 △ 1,053

そ の 他 2,997 3,092 △ 94 3,927 3,980 △ 53
小 計 77,274 80,686 △ 3,412 97,971 103,093 △ 5,121

合　　　　　計 196,351 194,671 1,679 188,844 187,078 1,765
注1. 貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
　2. 上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　3. 市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。
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公共債窓販実績� （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度
販 売 実 績 588 944

外貨両替・外国為替取次実績� （単位：千米ドル）

外国通貨・T/C
取 扱 実 績

外国為替取次実績
合　　　計

貿 易 関 係 貿 易 外
令和４年度 37 8,500 575 9,112 
令和５年度 ー 10,397 2,294 12,691

内国為替取扱実績� （単位：件、百万円）

令和４年度 令和５年度
送金・振込為替 代金取立 送金・振込為替 代金取立

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額
仕 向 為 替 1,455,011 693,483 5,205 10,770 1,472,110 726,532 40 56
被 仕 向 為 替 1,589,404 748,509 3,114 4,858 1,591,010 784,761 14 6

５．市場価格のない株式等及び組合出資金� （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度
貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式 60 60
非 上 場 株 式 184 189
信 金 中 央 金 庫 出 資 金 5,517 6,677
組 合 出 資 金 124 743
そ の 他 出 資 金 2 2
合 計 5,888 7,673

【金銭の信託の時価情報】

１．運用目的の金銭の信託　運用目的の金銭の信託は保有しておりません。

２．満期保有目的の金銭の信託　満期保有目的の金銭の信託は保有しておりません。

【デリバティブ取引の状況】

１．金利関連取引　金利関連取引残高はありません。

２．通貨関連取引　通貨関連取引残高はありません。

３．株式関連取引　株式関連取引残高はありません。

４．債券関連取引　債券関連取引残高はありません。

５．商品関連取引　商品関連取引残高はありません。

６．クレジットデリバティブ取引　クレジットデリバティブ取引残高はありません。

３．その他の金銭の信託� （単位：百万円）

令和４年度 令和５年度

貸借対照
表計上額 取得原価 差　額

う ち 貸 借 対 
照表計上額が
取 得 原 価 を
超 え る も の

う ち 貸 借 対 
照表計上額が
取 得 原 価 を 
超えないもの

貸借対照
表計上額 取得原価 差　額

う ち 貸 借 対 
照表計上額が
取 得 原 価 を
超 え る も の

う ち 貸 借 対 
照表計上額が
取 得 原 価 を 
超えないもの

1,111 1,114 △ 3 0 3 2,428 2,395 33 33 ー
注「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、それぞれ「差額」の内訳です。

公共債引受実績　公共債引受実績はありません。
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■信用金庫法開示債権及び金融再生法開示債権の保全・引当状況
当金庫の当期末における信用金庫法及び金融再生法上の不良債権は、破産更生債権及びこれらに準ずる債権が82億98百万円、危険債権が

121億5百万円、要管理債権が9億46百万円となり、合計213億50百万円です。
信用金庫法及び金融再生法上の不良債権に対する保全状況は、不動産担保や信用保証協会等機関保証で117億63百万円が保全されており、

また、その差額について貸倒引当金63億85百万円を計上しています。
したがいまして、保全率は85.00%となり、引当率は66.60%となりました。

� （単位：百万円、％）

区　　分 開示残高⒜ 保全額⒝ 保全率
⒝/⒜

引当率
⒟/（⒜-⒞）比率 担保・保証等による

回収見込み額 ⒞
貸倒引当金

⒟

信 用 金 庫 法 及 び 金 融 
再生法上の不良債権A

令和４年度 22,354 5.88 18,319 12,106 6,212 81.95 60.62

令和５年度 21,350 5.52 18,149 11,763 6,385 85.00 66.60

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

令和４年度 7,966 2.09 7,966 3,478 4,488 100.00 100.00

令和５年度 8,298 2.14 8,298 3,592 4,705 100.00 100.00

危 険 債 権
令和４年度 12,839 3.37 9,495 7,863 1,632 73.95 32.79

令和５年度 12,105 3.13 9,306 7,673 1,632 76.87 36.84

要 管 理 債 権
令和４年度 1,547 0.40 857 764 92 55.38 11.80

令和５年度 946 0.24 543 496 46 57.46 10.43

三 月 以 上 
延 滞 債 権

令和４年度 ー ー ー ー ー ー ー

令和５年度 ー ー ー ー ー ー ー

貸 出 条 件
緩 和 債 権

令和４年度 1,547 0.40 857 764 92 55.38 11.80

令和５年度 946 0.24 543 496 46 57.46 10.43

正 常 債 権 B
令和４年度 357,680 94.11

令和５年度 365,026 94.47

合 計 総 与 信 残 高
A＋B

令和４年度 380,035 100.00

令和５年度 386,377 100.00

注1. 「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに
準ずる債権です。

　2. 「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い
債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しない債権です。

　3. 「要管理債権」とは、信用金庫法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額です。
　4. 「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」に該当し

ない貸出金です。
　5. 「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った

貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「三月以上延滞債権」に該当しない貸出金です。
　6. 「正常債権」Bとは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「要管理債権」以外の債権です。
　7. 「担保・保証等による回収見込額」⒞は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
　8. 「貸倒引当金」⒟には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
　9. 「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一

部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息
及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるもの
に限る。）です。




